
 

 

 

 

 

 

 

年金記録訂正請求に係る答申について 
東北地方年金記録訂正審議会 

平成２９年３月１５日答申分 

 

 

  ○答申の概要 

    （１） 年金記録の訂正の必要があるとするもの ２件 

         厚生年金保険関係 ２件 

    （２） 年金記録の訂正を不要としたもの １件 

         国 民 年 金 関 係 １件 

          

     



 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1600261 号 

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 1600085 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日を平成 11 年９月

30 日から同年 10 月１日に訂正し、同年９月の標準報酬月額を 11 万円とすること

が必要である。 

請求期間については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律（以下「厚生年金特例法」という。）第１条第５項の規定により、保険給付

の計算の基礎となる被保険者期間として記録することが必要である。 

事業主は、請求者に係る請求期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 11年９月 30日から同年 10月１日まで 

私は、Ａ社Ｂ支店に平成 11 年９月 30 日まで勤務し、翌日の同年 10 月１日に

同社の子会社であるＣ社において、厚生年金保険被保険者の資格を取得したが、

Ａ社における被保険者資格の喪失年月日が同年９月 30 日とされており、請求期

間の被保険者記録が無い。 

請求期間も継続して当該支店に勤務し、給与から厚生年金保険料を控除されて

いたので、平成 11 年 10 月１日を被保険者資格喪失年月日として記録を訂正し、

年金額に反映してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

Ａ社における元代表取締役２人のうち１人を含む複数の元取締役及び請求者が

記憶する複数の同僚の回答から、請求者は請求期間において同社Ｂ支店に継続して

勤務していたことが推認できる。 

また、Ａ社の元経理担当者は、同社において平成 11 年９月 30 日に厚生年金保険

被保険者資格を喪失し、同年 10 月１日にＣ社において被保険者資格を取得してい



 

る請求者を含む５人について、同年９月分の厚生年金保険料を給与から控除してい

たと思う旨回答しているところ、当該被保険者記録となっている同僚のうち１人は、

請求期間も継続して給与から保険料が控除されていた旨回答している上、前述の元

代表取締役とは別の元代表取締役及び複数の元取締役は、請求者の請求期間に係る

厚生年金保険料を給与から控除していたと回答している。 

これらの事情を総合的に判断すると、請求者は、Ａ社において請求期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、請求期間の標準報酬月額については、請求者のＡ社における平成 11 年８

月のオンライン記録から、11 万円とすることが妥当である。  

一方、厚生年金特例法第１条第１項ただし書では、特例対象者（請求者）が、当

該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り

得る状態であったと認められる場合については、記録訂正の対象とすることができ

ない旨規定されているところ、Ａ社の閉鎖登記簿謄本により、請求者は請求期間に

おいて同社の取締役に就任していることが確認できる。 

しかしながら、前述の請求者の請求期間に係る厚生年金保険料を控除していたと

回答した元代表取締役及び元経理担当者は、Ａ社に関する経理事務及び社会保険事

務は同社の本社で行っていた旨述べている上、前述の複数の元取締役及び請求期間

も継続して保険料が控除されていたとする同僚は、請求者は請求期間において同社

における社会保険業務に携わっていなかった旨回答していることから、請求者は、

厚生年金特例法第１条第１項ただし書に規定される「当該事業主が厚生年金保険の

保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であったと認めら

れる場合」に該当しないものと判断される。 

なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、請求期間について、請求者の請求内容どおりの厚生年金保険

被保険者資格喪失届を社会保険事務所（当時）に対して提出したか否か、また、厚

生年金保険料を納付したか否かは不明と回答しているが、請求期間について、事業

主が資格喪失年月日を平成 11 年 10 月１日として届け出たにもかかわらず、社会保

険事務所がこれを同年９月 30 日と誤って記録したとは考え難いことから、事業主

から同年９月 30 日を資格喪失年月日として厚生年金保険被保険者資格喪失届が提

出され、その結果、社会保険事務所は、請求者の請求期間に係る厚生年金保険料に

ついて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき厚生年金保険料に充当した場合又は厚生年金保険料を還

付した場合を含む。）、事業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



 

 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1600280 号 

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 1600086 号 

第１ 結論 

請求者のＡ社（現在は、Ｂ社）における平成 18 年７月 10 日の標準賞与額を 38

万 4,000 円に訂正することが必要である。 

平成 18 年７月 10 日の標準賞与額については、保険給付の計算の基礎となる標準

賞与額として記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 18年７月 10日 

育児休業期間中であった請求期間について、Ａ社から支払われた賞与の記録が

無いので、当該賞与を記録し、年金額に反映してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者及びＡ社を合併したＢ社から提出された請求者に係る賞与台帳並びにＣ

銀行から提出された請求者に係る「取引明細表（預金）」（以下「賞与台帳等」とい

う。）により、請求者は平成 18 年７月 10日にＡ社から 38万 4,020 円の賞与の支払

を受けていることが確認できる。 

また、Ｄ社会保険事務所（当時）は、平成 18 年３月 23 日に請求者に係る健康保

険厚生年金保険育児休業取得者申出書を受理しており、事業主は請求者について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく育児休業期間中（平成 18 年３月 16 日

から同年９月 30 日まで）に係る厚生年金保険料の徴収免除の申出を行ったことが

確認できる。 

さらに、当該規定には､育児休業等をしている被保険者が使用される事業所の事

業主が、社会保険庁長官（当時）に申出をしたときは、当該被保険者に係る保険料

であって、その育児休業等を開始した日の属する月からその育児休業等が終了する

日の翌日が属する月の前月までの期間に係る保険料の徴収は行わない旨定められ

ていることから、厚生年金保険法第 75 条本文の規定は適用されない。 

したがって、請求期間に係る標準賞与額については､前述の賞与台帳等で確認で



 

 

きる賞与額から、38 万 4,000 円とすることが必要である。 



 

 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1600277 号 

厚生局事案番号 ： 東北（国）第 1600031 号 

 

第１ 結論 

昭和 50 年８月から昭和 51 年１月までの請求期間については、国民年金保険料を

納付した期間に訂正することを認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 昭和 50年８月から昭和 51 年１月まで 

私は、Ａ県の会社を退職し、Ｂ県Ｃ町（現在は、Ｄ市）の実家に戻って来た後

に、父親の助言で昭和 50 年８月頃国民健康保険と国民年金に加入した。どのよ

うに国民年金の加入手続をしたかを覚えていないが、毎月 1,000 円から 1,500 円

程度の国民年金保険料を、請求期間当時国民年金に加入していた母親の分と一緒

にＥ納税組合の集金人に納付したことを記憶している。請求期間について、同居

していた母親の国民年金保険料は納付済みであるのに私の納付記録が無いのは

納得できないので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によれば、請求者の国民年金手帳記号番号は、昭和

52 年７月 30 日にＣ町に払い出されたことが確認できることから、請求者の国民年

金の加入手続は同年７月頃に行われたものと推認できる。 

また、請求者に係るＣ町の国民年金被保険者名簿（紙名簿）によれば、請求者の

国民年金被保険者資格の取得年月日は昭和 52 年４月１日であることが確認できる

上、請求者が所持する年金手帳の国民年金に係る「はじめて被保険者となった日」

欄は、昭和 52 年４月１日と記載されており、当該記録はオンライン記録と一致し

ている。 

これらのことから、請求期間は国民年金の未加入期間であり、制度上、請求期間

に係る国民年金保険料の納付書は発行されず、保険料を納付することはできなかっ

たものと考えられる。 



 

 

さらに、請求者は、請求期間の国民年金保険料をＣ町のＥ納税組合の集金人に納

付したと主張していることからＤ市に対して請求期間当時の同町における国民年

金の取扱いについて照会を行ったところ、同市は、「請求期間当時の納税組合に係

る資料は無く、Ｅ納税組合にも確認したが請求期間当時の資料は無いとのことであ

った。」旨回答している上、請求者が前述のＥ納税組合の集金人であったとして名

前を挙げた者と考えられる者は、オンライン記録によれば既に亡くなっていること

から、請求期間に係る保険料の納付状況等を確認することができない。 

加えて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システムにおいて

氏名検索を行っても、請求者に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されたこ

とをうかがわせる事情は見当たらない。 

このほか、請求者が請求期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、請求期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら請求内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

請求者が請求期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 


